
令和７年度
第１回近畿地方整備局 総合評価委員会

近畿地方整備局
令和７年６月１１日

【公開用】
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令和6年度 総合評価落札方式による
実施結果について
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令和６年度近畿地方整備局 総合評価実施状況
工事種別、評価方式別契約済み工事件数 ( )書きはR5年度

1

近畿地方整備局

本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官

一般土木工事 14 8 42 180 244

AS舗装 1 48 49

鋼橋上部 4 7 4 1 16

造園 6 36 42

建築工事 1 3 5 9

電気設備工事 7 11 18

暖冷房衛生設備工事 1 1 3 5

セメント・コンクリート舗装工事 4 2 6

プレストレスト・コンクリート工事 10 7 3 20

法面処理工事 1 7 5 13

塗装 1 9 10

維持修繕 9 126 135

しゅんせつ工事 1 4 5

グラウト工事 0

機械設備工事 1 5 27 1 34

通信設備 1 33 7 41

受変電設備工事 12 12

橋梁補修工事 1 4 32 37

小計 33 0 30 148 3 482 696 (786)

港湾土木 9 1 8 9 27

港湾等しゅんせつ 2 2

港湾等鋼構造物工事 0

空港等土木 3 1 4

空港等舗装 1 1

建築工事 0

通信設備工事 0

小計 14 1 8 11 0 0 34(35)

47 1 38 159 3 482
合計

730(821)48(53) 197(279) 485(489)

工事種別

技術提案評価型
（SⅠ型・SⅡ型・SⅢ型）

施工能力評価型

合計Ⅰ型 Ⅱ型
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令和６年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和５・６年度総合評価方式別工事件数（本官工事）

2

R6
R6 

R5 R5

近畿地方整備局

総合評価方式（契約方式） R5(件数) R6(件数)

技術提案評価型（ＳⅠ型・WTO） 1 2

技術提案評価型（ＳⅡ型・WTO） 41 24

技術提案評価型（ＳⅢ型） 1 7

施工能力評価型（Ⅰ型） 28 30

施工能力評価型（Ⅱ型） 2 3

73 66

総合評価方式（契約方式） R5(件数) R6(件数)

技術提案評価型（S型・WTO） 7 9

技術提案評価型（SⅠ型） 0 0

技術提案評価型（SⅡ型） 3 5

施工能力評価型（Ⅰ型） 12 8

施工能力評価型（Ⅱ型） 0 0

22 22
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令和６年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和５・６年度 工種別の平均応札者数（本官工事）

（者）
（者）

R5全体平均応札者数（7.7者）

R6全体平均応札者数（9.0者）

※入札無効除く

3

（港湾空港関係除く）

R5全体平均応札者数（3.5者）

R6全体平均応札者数（4.3者）

（港湾空港関係）

近畿地方整備局

- 5 -



近畿地方整備局令和６年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和５・６年度 工種別の応札率、落札率（本官工事） ※入札無効除く

4

95.4%

93.1%
92.4%

95.2%

92.4%
95.0% 93.5%

97.1%

93.1%

92.8%

95.8%

91.8%
92.5% 92.9%

95.1%

93.5%

91.9%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

105%

110%

一
般
土
木(

2
0
件)

A
S
舗
装(

0
件)

鋼
橋(

2
2
件)

建
築(

3
件)

電
気(

2
件)

暖
冷
房(

0
件)

C
O(

0
件)

P
C(

1
6
件)

法
面(

1
件)

浚
渫(

0
件)

機
械(

3
件)

通
信(

4
件)

受
変
電(
0
件)

橋
梁
補
修(

2
件)

平均応札率 平均落札率

全体平均応札率(95.2%) 全体平均落札率(93.0%)

112.2%
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（95.2％）

（93.0％）

令和6年度（港湾空港関係除く）
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近畿地方整備局令和６年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和５・６年度 工種別の応札率、落札率（本官工事） ※入札無効除く

5

93.3% 93.0%

95.4%

93.2%

98.6%

91.6% 91.5% 92.0% 92.4%

98.6%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

105%

110%

港
湾
土
木

(

1
3
件)

港
湾
等
浚
渫

(

4
件)

港
湾
等
鋼
構
造
物

(

0
件)

空
港
等
土
木

(

2
件)

空
港
等
舗
装

(

1
件)

建
築

(

0
件)

通
信
設
備

(
2
件)

平均応札率 平均落札率

全体平均応札率(93.9%) 全体平均落札率(92.3%)

R5年度（港湾空港部）
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（92.4％）

(港湾)令和6年度（港湾空港部）
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近畿地方整備局不調不落の発生状況（R7.3月末時点）

■令和6年度 月別の不調不落発生状況
（港湾空港関係除く）

■令和5年度 月別の不調不落発生状況
（港湾空港関係除く）

○不調不落対策として、発注ロットの拡大や社会条件の厳しい工事のインセンティブ、不調随契等を実施した。
○R6年度は前年度と比較して不調不落の発生率が1.8%減少し2.9%となった。引き続き不調不落対策を継続して実施する。

6

R6年度平均発生率 2.9％
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令和６年度発注業務の実施結果について

・近畿地方整備局管内 業務関係実施状況

・プロポーザル方式

・総合評価落札方式
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令和6年度 近畿地方整備局管内 業務関係実施状況

【港湾空港関係除く】
・業務種別、契約方式別契約済み業務件数

本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官
土木関係建設コンサルタント業務 1 2 16 223 0 1 0 1 10 251 8 300 0 1 0 12 35 791
測量 0 0 1 2 0 0 0 0 0 51 0 20 0 0 0 14 1 87
地質調査業務 0 0 0 3 0 0 0 0 0 49 0 0 0 0 0 6 0 58
補償コンサルタント業務 0 0 0 0 0 0 0 0 2 54 0 2 0 4 0 13 2 73
建築関係建設コンサルタント業務 1 0 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 11 10 14

2 2 19 231 0 1 0 1 12 405 8 322 0 5 7 56 48 1,023
(2) (2) (24) (254) (0) (2) (0) (1) (12) (437) (8) (360) (0) (2) (11) (68) (57) (1126)

【港湾空港関係】
・業務種別、契約方式別契約済み業務件数

本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官
建設コンサルタント等業務 0 0 10 20 0 0 2 0 2 22 8 2 0 0 0 0 22 44
測量・調査業務 1 0 1 0 0 0 0 0 0 32 0 0 0 0 0 0 2 32

1 0 11 20 0 0 2 0 2 54 8 2 0 0 0 0 24 76
(0) (0) (9) (21) (0) (0) (1) (2) (3) (58) (8) (1) (0) (0) (0) (0) (21) (82)

総計
下段：（）内は令和５年度実績

総計
下段：（）内は令和5年度実績

業務種別

公募型
プロポーザル

方式

簡易公募型
プロポーザル

方式

標準
プロポーザル

公募型競争入札
（総合評価
落札方式）

簡易公募型
競争入札
（総合評価
落札方式）

一般競争
（総合評価）

簡易公募型
競争入札

（価格競争）

通常指名
競争入札

総計

簡易公募型
競争入札
（総合評価
落札方式）

一般競争
（総合評価）

簡易公募型
競争入札

（価格競争）

通常指名
競争入札

総計
業務種別

公募型
プロポーザル

方式

簡易公募型
プロポーザル

方式

標準
プロポーザル

公募型競争入札
（総合評価
落札方式）
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（総合評価落札方式）
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（総合評価落札方式）

簡易公募型競争入札

（価格競争）

通常指名競争入札
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簡易公募型プロポーザル方式
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公募型競争入札

（総合評価落札方式）

簡易公募型競争入札

（総合評価落札方式）

一般競争

（総合評価落札方式）

簡易公募型競争入札

（価格競争）

通常指名競争入札

R5

R6

■令和5年度、令和6年度業務件数（本官業務）

（港湾空港関係除く） （港湾空港関係）

入札方式

R5d R6d
公募型プロポーザル方式 0 1

簡易公募型プロポーザル方式 9 11
標準プロポーザル方式 0 0

公募型競争入札
（総合評価落札方式） 1 2
簡易公募型競争入札
（総合評価落札方式） 3 2

一般競争
（総合評価落札方式） 8 8
簡易公募型競争入札

（価格競争） 0 0

通常指名競争入札 0 0
合計 21 24

件数入札方式

R5d R6d
公募型プロポーザル方式 2 2

簡易公募型プロポーザル方式 24 19
標準プロポーザル方式 0 0

公募型競争入札

（総合評価落札方式） 0 0
簡易公募型競争入札

（総合評価落札方式） 12 12
一般競争

（総合評価落札方式） 8 8
簡易公募型競争入札

（価格競争） 0 0

通常指名競争入札 11 7
合計 57 48

件数

R5

R6
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建設業をとりまく最近の話題
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和３年度（2021年度）まで実績、令和４年度（2022年度）・令和５年度（2023年度）は見込み、令和６年度（2024年度）は見通し

※平成27年度の建設投資額から建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和６年度は約73兆円となる見通し（ピーク時から約13％減）。

○ 建設業者数（令和５年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約20％減。
○ 建設業就業者数（令和６年平均）は477万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.4%

477万人
（令和６年平均）

479千業者
（令和5年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲20.2%

73.2兆円
（令和６年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲13.0％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者

1

近畿地方整備局
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全産業（５５歳以上）

建設業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業（２９歳以下）

○建設業就業者は、55歳以上が36.7％、29歳以下が11.7%と高齢

化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」 （暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業就業者の現状

建設業：５５歳以上は約４割

全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（２９歳以下）455 331 300
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建設業従事者数と全産業に占める割合の推移

販売従事者等 管理的職業・事務従事者
技術者 技能者
全産業に占める建設業従事者の割合

477

（％）

＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 477万人（R6）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 39万人（R6）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  300万人（R6）

（万人）

685

504

2

近畿地方整備局
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近畿地方整備局【工事】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

3

〇令和４年４月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する
加点措置」を開始。令和６年度は、６１７件の工事で実施。

〇競争参加企業６９１社のうち５４４社（約７９%）、が賃上げを表明している。

件数・社数
617件⼯事件数

556件（約90％）うち、賃上げ表明者が落札した件数

691社競争参加企業数

544社（約79%）うち、賃上げ表明企業数

- 15 -



近畿地方整備局【工種別評価】競争参加企業に占める賃上げ表明率

4

●令和６年度契約工事の賃上げ表明の状況について
〇全工種平均 約82%の賃上げ表明率に対し、

・表明率の高い工種 ： 一般土木（94%）、アスファルト舗装(98%)、鋼橋上部(97%)
・表明率の低い工種 ： 機械設備（74%）、電気設備(69%) 、通信設備（74%）、

〇公共需要の占める割合が高いと想定される工種は総じて表明率が高い(平均約８９％)
〇比較的民間需要の割合が高いと想定される工種は、表明率が低い傾向（平均約６４％）

R6全⼯種
平均 8２%
（R5平均６7％）

（公共事業が主体な⼯種）R6平均 ８９%
（R5平均75％）

（⺠間事業が主体な⼯種）R6平均 ６４%
（R5平均46％）
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近畿地方整備局【業務】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

5

〇令和４年４月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する
加点措置」を開始。令和６年度には737件の業務で実施。

〇競争参加企業255社のうち215社（84%）、が賃上げを表明している。

件数・者数
737件業務件数

725件（約98％）うち、賃上げ表明者が落札した件数

255社競争参加企業数

215社（約84%）うち、賃上げ表明企業数
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近畿地方整備局【業種別評価】競争参加企業に占める賃上げ表明率

6

○令和６年度は、全ての業種において、令和５年度より賃上げを表明し競争参加している企業が増加して
いる。

○測量業務は、他の業種と比較し表明率が低いものの堅調に推移している。

87%

74%

91% 94%93%

79%

97% 98%
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地
質

補
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コ
ン
サ
ル

業種別 賃上げ表明率（企業数）

R5年度 R6年度

R6全業種
平均 8４%
（R5平均７８％）

※令和５年度表明率については精査の結果見直し（令和７年６月時点）
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第三次・担い手３法（令和６年改正）の全体像

7

近畿地方整備局
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「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の概要 近畿地方整備局
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「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の構成 近畿地方整備局
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建設業における技術者の休日の状況

◯ 建設工事全体では技術者・技能者ともに４週８休(週休２日)の確保ができていない場合が多い。

10

近畿地方整備局

出典：国土交通省「適正な工期設定による
働き方改革の推進に関する調査」
（令和５年５月31日公表）
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建設現場一斉閉所

令和７年４月より実施機関を拡大します

■取り組み中の機関
●近畿ブロック発注者協議会 実施機関：【 近畿地⽅整備局／福井県／滋賀県
／京都府／⼤阪府／兵庫県／奈良県／和歌⼭県／京都市／⼤阪市／堺市／神⼾市 】

■新たに取り組みを始める機関
※ 新たな実施機関の内、⼀部の機関では⼀部⼯事で試⾏的に実施します。
●近畿ブロック発注者協議会 実施機関：【 海上保安庁 第五管区海上保安本部／
海上保安庁 第⼋管区海上保安本部／環境省 近畿地⽅環境事務所／財務省 ⼤阪国
税局／警察庁 近畿管区警察局／独⽴⾏政法⼈⽔資源機構 関⻄・吉野川⽀社／⻄⽇
本⾼速道路株式会社 関⻄⽀社／阪神⾼速道路株式会社
／新関⻄国際空港株式会社／独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構 京都国⽴博物館
／独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化財機構 奈良国⽴博物館／独⽴⾏政法⼈国⽴美術館 京都国
⽴近代美術館／独⽴⾏政法⼈国⽴美術館 国⽴国際美術館／独⽴⾏政法⼈国⽴⽂化
財機構 奈良⽂化財研究所／独⽴⾏政法⼈鉄道建設 ・運輸施設整備⽀援機構 北陸
新幹線建設局／国⽴研究開発法⼈ ⽇本原⼦⼒研究開発機構／⽇本下⽔道事業団 近
畿総合事務所 】
●福井県地域発注者協議会 実施機関：【 敦賀市／⼩浜市／⼤野市／鯖江市
／あわら市／越前市／坂井市／永平寺町／池⽥町／南越前町／越前町／美浜町
／⾼浜町／おおい町 】
●滋賀県地域発注者協議会 実施機関：【 ⼤津市／彦根市／⻑浜市／近江⼋幡市
／草津市／守⼭市／栗東市／甲賀市／野洲市／⾼島市／東近江市／⻯王町
／多賀町 】
●京都府地域発注者協議会 実施機関：【 福知⼭市／舞鶴市／綾部市／宇治市
／向⽇市／⼋幡市／京⽥辺市／南丹市／久御⼭町／井⼿町／笠置町／南⼭城村
／京丹波町／伊根町 】
●⼤阪府地域発注者協議会 実施機関：【 豊中市／吹⽥市／⼋尾市／⾨真市
／東⼤阪市 】
●兵庫県地域発注者協議会 実施機関：【 姫路市／伊丹市／豊岡市／加古川市
／⻄脇市／宝塚市／加⻄市／養⽗市／丹波市／朝来市／淡路市／宍粟市／多可町
／神河町／太⼦町／新温泉町 】
●奈良県地域発注者協議会 実施機関：【 ⼤和⾼⽥市／桜井市／五條市／⽣駒市
／河合町／吉野町／下市町／⿊滝村／天川村／下北⼭村／上北⼭村／川上村 】
●和歌⼭県地域発注者協議会 実施機関：【 和歌⼭市 】

近畿地方整備局
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技術提案・交渉方式の適用事例 近畿地方整備局

12（令和6年以降手続き中）
国道１６９号上池原トンネル他工事
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全国における技術提案交渉方式の主な課題と対応方針 近畿地方整備局

全国調査では、以下のような課題を抽出。短期・中長期の二段階に分けたECIガイドラインの
改定が検討され、水色着色の3項目へ対応したガイドライン改定を実施。

13
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ガイドライン改定概要 近畿地方整備局
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技術提案・交渉方式運用ガイドラインの主要改定項目 近畿地方整備局
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＜参考＞【対応案①】ECIの効果が期待できない工事

【対応案①】⇒技術提案・交渉方式の有効性が活かされない場合がある ［ヒア］［建団体］

 周辺工事の影響や調整不足、技術協力業務時の調査不足により、工事一時中断、工期遅延、工法の再検討
⇒ECI方式のメリットを活かすことができない場合がある

事例工事種別

・技術協力業務期間が十分に取れず現地調査の際に把握できなかったため、施工中に埋設物と干渉
⇒工事一時中断、工法の再検討（設計変更）、工事費増額

橋梁工事

・隣接工区の工事の遅れにより、一部施工着手ができず工期延伸トンネル工事

・本体工事との調整ができず、技術提案の有効性を確認できなかったため、技術提案不採用
・技術協力期間中に本体工事と協議ができず、具体的な施工計画の立案ができなかった
・本体工事の進捗の遅れや工程の見通しが立たず、工事一時中断

ダム設備工事

・技術協力業務期間が短いことで、現地状況を細かく把握できないまま技術提案内容をそのまま具現化するだけ（積算な

どに反映）にとどまる⇒施工計画と現場条件の乖離
橋梁工事

周辺工事の関係性・
有効性を確認できず
提案不採用

現地調査不足によ
る地中障害物支障
現地条件との乖離

隣接工事の進捗により工事一時停止
周辺工事の工事遅延により工事一時中断

工事遅延

当初
竣工予定▼

• 技術協力業務期間中に十分な現地調査が実施されないと
工事着手後に現場条件の乖離や支障物の確認から、工事
の中断や施工計画の見直しが発生する可能性がある
（S型と変わらない）

• 周辺工事との協議・調整が実施できないと、具体的な施工
計画の立案ができない

• 周辺工事の影響により施工不可になる可能性もある

近畿地方整備局
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さらに、技術提案交渉方式を適用しても、周
辺工事の進捗に左右される場合や関係機
関協議が十分に整っていない場合などは、
技術協力業務において大幅に設計や計画
が変更となる恐れがあるため、施工者の知
見が十分に生かされない可能性がある。
そのため、周辺工事や関係機関との協議を
見据えながら、技術提案・交渉方式の導入を
検討することが必要である。

＜参考＞ 【対応案①】ガイドライン改定案（技術提案・交渉方式の適用への留意点）

■以下の文言を追加

近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案②】施工者の負荷改善（技術提案テーマ） 近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案②】施工者の負荷改善（ガイドライン改定案） 近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案②】施工者の負荷改善（技術提案テーマ） 近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案②】施工者の負荷改善（ガイドライン改定案） 近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案②】ガイドライン改定案（技術提案・交渉方式の適用への留意点） 近畿地方整備局

22- 34 -



＜参考＞ 【対応案③】配置予定技術者要件 近畿地方整備局
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＜参考＞ 【対応案③】ガイドライン改定案（配置予定技術者要件） 近畿地方整備局
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